
大阪大学における履修証明プログラムに関する規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は、大阪大学学部学則第３９条の２第２項及び大阪大学大学院学則第４

１条の２第２項の規定に基づき、大阪大学（以下「本学」という。）における特別の課程

として編成する履修証明プログラム（以下「履修証明プログラム」という。）に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（履修証明プログラムの編成等） 

第２条 履修証明プログラムは、本学の学生以外の者を対象とした体系的な知識、技術等の

習得を目指す課程として編成するものとする。ただし、本学の学生の受講を妨げるもので

はない。 

２ 履修証明プログラムは、部局（各学部、各研究科、各附置研究所、各学内共同教育研究

施設、各全国共同利用施設その他これらに相当する組織をいう。以下同じ。）が、単独又

は複数の部局との共同若しくは連携により編成するものとする。 

３ 履修証明プログラムを本学において開設する授業科目で構成する場合にあっては、学

部及び研究科以外の部局は、学部又は研究科と共同し、又は連携して編成するものとする。 

４ 複数の部局が共同し、又は連携して履修証明プログラムを編成する場合は、いずれかの

幹事部局を定めるものとする。 

（編成の要件） 

第３条 履修証明プログラムは、本学が開設する講習若しくは授業科目又はこれらの一部

により体系的に編成するものとする。 

２ 履修証明プログラムの総時間数は、６０時間以上とする。 

３ 履修証明プログラムにおける講習又は授業の方法は、大学設置基準（昭和３１年文部省

令第２８号）、大学院設置基準（昭和４９年文部省令第２８号）及び専門職大学院設置基

準（平成１５年文部科学省令第１６号）の定めるところによる。 

４ 履修証明プログラムにおける講習又は授業を担当する者は、本学の教員とする。ただし、

当該履修証明プログラムを編成する部局の長（複数の部局が共同し、又は連携して履修証

明プログラムを編成する場合は、幹事部局の長。以下「編成部局長」という。）が必要と

認める場合は、学外の者に委嘱することができる。 

（履修証明プログラムの編成の届出及び公表） 

第４条 編成部局長は、履修証明プログラムを編成しようとするときは、当該部局の教授会

又はこれに代わる機関（以下「教授会等」という。）の議を経て、当該履修証明プログラ

ムの名称、目的、総時間数、履修資格、定員、内容、講習又は授業の方法、修了要件、受

講料その他必要と認める事項を別に定める履修証明プログラム編成計画書により教育を

担当する理事に届け出なければならない。 

２ 編成部局長は、前項に掲げる事項を公表するものとする。 



３ 第１項の届出後に履修証明プログラムの内容等に変更が生じた場合は、前２項の規定

を準用する。 

（履修資格） 

第５条 履修証明プログラムの履修資格は、履修証明プログラムに応じて、大阪大学学部学

則第１２条又は大阪大学大学院学則第２０条、第２３条若しくは第２５条で定める入学

資格のいずれかのうちから編成部局長が定める。 

（履修申請） 

第６条 履修証明プログラムの履修を希望する者は、別に定める願書に必要書類を添えて、

所定の期日までに、編成部局長に願い出なければならない。 

２ 編成部局長は、前項の願い出があった場合には、教授会等の議を経て、履修証明プログ

ラムの履修の可否を決定し、その結果を希望者に通知するものとする。 

（受講料） 

第７条 前条の規定により履修の許可を受けた者は、所定の期日までに、履修証明プログラ

ムの受講料を納入しなければならない。 

２ 受講料は、編成部局長が定める。 

（履修者に関する記録の作成及び管理） 

第８条 編成部局長は、履修証明プログラムの履修者の履修の記録その他の教務に関する

記録を作成し、及び管理しなければならない。 

（修了の認定及び履修証明書の交付） 

第９条 編成部局長は、教授会等の議を経て、履修証明プログラムの修了要件を満たした者

に対し修了の認定を行い、履修証明書を交付するものとする。 

２ 履修証明書の様式は、別記様式のとおりとする。 

（実施体制の整備） 

第１０条 編成部局長は、履修証明プログラムの編成及び実施状況の評価並びに履修証明

書の交付を行うための体制を整備しなければならない。 

（大学院科目等履修生高度プログラム） 

第１１条 この規程の定めにかかわらず、履修証明プログラムのうち、大学院科目等履修生

高度プログラムに関する取扱いについては、別に定めるところによる。 

（雑則） 

第１２条 この規程に定めるもののほか、履修証明プログラムの実施に関し必要な事項は、

別に定める。 

附 則 

この規程は、平成２９年３月２１日から施行する。 

 附 則 

この改正は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 



この改正は、平成３１年５月１日から施行する。 

（別記様式）

第   号

履 修 証 明 書

氏  名：

生年月日：

（科目等履修生の場合は学籍番号）

上記の者は、学校教育法第１０５条の規定に基づき、所定の下記プログラムを修めた

ことを証明する。

記

プログラムの名称

プログラムの概要

総時間数

時間

令和  年  月  日

編成部局長

                氏    名  印

                 （共同又は連携部局の長等の連名も可）


